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Abstract
This study aims to reveal the activities of sport intelligence strategy from two perspectives, the 
overall functions and the involvement of sport policymaking process. It describes the overall 
functions of sport intelligence strategy based on activities within national federations (NFs), 
activities within leading organization, sport institution (both in research and athlete support). 
Moreover, the function of sport intelligence strategy has been expanded toward its involvement 
into sport policymaking process. This study also exposed its detailed process of developing “Endo 
Report,”proposal for the future direction of Japanese sport, and of enacting the new sport law.
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の環境整備を推進してきた。その中で 2001 年 10
月、競技現場を情報・医学・科学の面からサポー
トする国立スポーツ科学センター（以下 JISS）が


























































1 − 1 競技団体の活動







































1 − 2 統括組織の活動
　JOC において、情報戦略に関する活動が正式に




















1 − 3 研究・サポート機関の活動
　2001 年 10 月 JISS は、我が国の国際競技力向上
をスポーツ情報・医学・科学面から支える機関と
して開所された。2000 年に出された『スポーツ振





























1 − 4 政策過程における情報戦略活動
　2006 年 12 月、遠藤利明元文部科学副大臣は、
自身の私的諮問機関「スポーツ振興に関する懇談












































後、8 月に行われた第 45 回衆議院議員総選挙にお











































































いくこととなった。その後、2009 年 7 月に当時の
与党案（自民党・公明党）として『スポーツ基本
法案』を国会に提出したが廃案となった 22）。
　政権交代後の 2010 年 8 月文部科学省は、スポー
ツ政策の方向性として『スポーツ立国戦略』を
発表した。その後、2011 年 5 月 31 日衆議院 8 会
派による超党派の案として『スポーツ基本法案』
が、第 177 回国会に提出された 21）。これに伴い
第 174 回国会に提出され継続審議となっていた
自民・公明党が提出していた『スポーツ基本法案』
を撤回した 21）。2011 年 6 月 9 日、衆議院本会議
において全会一致で可決され参議院へ提出され
た 21）。2011 年 6 月 17 日、参議院本会議におい
て全会一致で可決され『スポーツ基本法』が成
立された 21）。2011 年 6 月 24 日「スポーツ基本法」


















もようやく 2009 年に開催された第 60 回学会大会
でスポーツ政策への提言となるシンポジウム「ス
ポーツ振興のビジョンとプラン」を開催した 24）。




















4 月に設置した 6）（図 2）。
　タスクフォースの本部長には、鈴木寛文部科学
専修大学体育研究紀要　第35 号　2011 年 12 月
表 2　スポーツ政策に係る主要項目









































































注 6   「東京 J プロジェクト」は、JISS の ｢JISS-

















   （http://www.dpj.or.jp/article/60025/ 民主党の政
権政策 Manifesto2009）
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